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産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会 

自動車・自動車部品・自動車車体ＷＧ 

 

議 事 次 第 

 

   平成２６年１１月２６日（水） 

１７時００分～１９時００分 

経済産業省別館１１階 １１１１会議室 

 

（１）自動車・自動車部品・自動車車体業種の低炭素社会実行計画について 

（２）その他 

 

 

配布資料一覧 

資料１  ：議事次第 

資料２  ：委員名簿 

資料３  ：自動車・自動車部品・自動車車体業種の進捗状況の概要 

      （２０１３年度実績） 

資料４  ：日本自動車工業会・日本自動車車体工業会 資料 

資料５  ：日本自動車部品工業会 資料 

資料６  ：日本産業車両協会 資料 

参考資料１：低炭素社会実行計画評価・検証の改善方針及び２６年度評価・検証ＷＧにお 

      ける審議の論点 

参考資料２：事前質問・回答一覧 
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○小見山室長  では、定刻より若干早いのですが、委員の皆様はお揃いでございますの

で、ただいまから、産業構造審議会地球環境小委員会自動車・自動車部品・自動車車体Ｗ

Ｇを開催いたします。ご多忙のところご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。 

本日は委員全員にご出席いただいております。本日の審議は公開とさせていただきます。 

まず、開会に先立ちまして、松橋座長より一言ご挨拶をいただければと存じます。先生、

よろしくお願いいたします。 

○松橋座長  ただいまご紹介いただきました松橋でございます。 

ごく簡単にということで、2013年度の「低炭素社会実行計画」の進捗及び2014年度以降

の見通し、目標達成に向けた各団体の取り組みについて審議をするということなのですが、

数ある産業界の中で、このワーキングが皮切りになるということでございます。そういっ

たことで、いろいろな各方面からのご関心も非常に高いということですので、ぜひ、委員

の皆様からも積極的にご質問、ご意見等をいただきまして、業界のほうからもご説明をい

ただいて、これからなるべく建設的な、よいものができていくということが一番のいいこ

とかなと思っております。 

そういったことで、ぜひ、皆様、よろしくお願いいたします。簡単ではございますが、

挨拶とさせていただきます。 

○小見山室長  ありがとうございました。 

本日は、2013年度の「低炭素社会実行計画」の進捗状況及び2014年度以降の見通し、目

標達成に向けた各団体の取組についてご説明いただくため、日本自動車工業会・日本自動

車車体工業会、日本自動車部品工業会、日本産業車両協会よりご担当の皆様にご出席いた

だいております。 

ご説明に当たっては、予めお願い申し上げているとおりでございますが、日本自動車工

業会・日本自動車車体工業会については持ち時間15分、それ以外の団体は、各々持ち時間

10分でご説明いただければと考えております。持ち時間を超過した場合には、事務局から

メモを差し入れさせていただきたいと思いますので、ご協力をお願いできればと思います。

委員にご議論いただく時間を確保するために、ご協力をよろしくお願いいたします。 

それでは、議事に入りたいと思います。以降の議事進行は松橋座長にお願いしたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

○松橋座長  それでは、早速でございますが、議事に入らせていただきます。 

まずは、事務局から配付資料の確認及び資料３の説明をお願いいたします。 
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○小見山室長  まず、配付資料でございます。「配付資料一覧」に沿ってご確認いただ

ければと思っております。 

まず、資料１、議事次第、一枚紙でございます。資料２、委員名簿、一枚紙でございま

す。資料３、エクセル横紙、二枚紙でございますが、「自動車・自動車部品・自動車車体

業種の進捗状況の概要」。資料４から各産業界の説明資料でございます。資料４は自動車

工業会・車体工業会。別紙としてデータ類が付属しておりまして、資料４―２がパワーポ

イント、これは説明資料でございます。同じように、部品工業会も資料５―１、別紙、資

料５―２となっております。産業車両協会が資料６―１、別紙、資料６―２となってござ

います。最後、二枚紙が２つついてございますが、１つ目が「低炭素社会実行計画評価・

検証の改善方針について」。これは今年度の実行計画の評価をどのような形でやっていく

かという方針でございます。１枚おめくりいただきまして、審議の論点も提示しておりま

す。本日の議論はこの審議の論点に沿った形で進めていければと考えております。参考資

料２は、各委員の先生から事前に質問をいただいたものに関して、各団体に質問票を送付

しているところでございます。事務局から送付した質問に関しては、送付した時期が遅か

ったため、まだ回答をいただいておりませんが、議論の過程でこのようなところに関して

もご説明いただければと考えている次第でございます。 

以上、配付資料の説明でございます。 

資料３、横長のエクセルの資料に関して引き続き説明させていただきたいと思います。

これは本日ご出席の３つの業界の2013年度実績について記載してあります。黄色で枠を囲

っているところがございまして、これは2013年度の実績が2020年の目標に照らして既に超

過達成できている、進捗率が100％を超えた業界に関して、黄色でマーカーをつけさせて

いただいているということでございます。 

順に、自動車工業会・車体工業会に関しては、ＣＯ２排出量で1990年比マイナス28％の

目標を立てられていて、2013年度はマイナス26.8％、進捗率94％でございます。部品工業

会に関しては、ＣＯ２原単位で2007年度比マイナス13％の目標を掲げ、2013年度実績でマ

イナス14.7％、進捗率119％。産業車両協会については、ＣＯ２排出量で2005年度比マイナ

ス15％の目標に対して2013年度でマイナス33.4％、進捗率221％でございます。 

一番右の欄でございますが、2020年度以降、2030年の「低炭素社会実行計画」に関して

は、自動車工業会に関しては1990年比でマイナス33％という目標案を今調整中であるとい

うことでございます。部品工業会に関しては年度内に策定予定。産業車両協会については
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検討中ということでございます。 

１枚おめくりいただきまして、進捗状況の概要として、製造部門以外の他部門での貢献、

海外での削減貢献、革新的技術の開発・導入に関して、どのような定量分析がなされてい

るかということをマトリックスにまとめたものでございます。 

簡単ではございますが、以上です。 

○松橋座長  それでは、今のはまさに実績の数字でございますが、今の数字を念頭に置

いていただきながら、今度は資料４以降につきまして、各業界様の取り組みのご説明をい

ただきたいと思います。 

それでは、順番として、日本自動車工業会・日本自動車車体工業会から順に取り組みの

ご説明をお願いいたします。 

○石田氏  それでは、自動車工業会・車体工業会を代表いたしまして、自工会の石田が

ご説明させていただきます。資料につきましては、資料４―２を使ってご説明させていた

だきます。 

この資料には、右の下のほうにスライド№がございますので、これをガイドとしてご説

明を進めさせていただきます。 

まず、スライド１をごらんください。こちらにございますのが私ども自動車製造業の概

要でございます。自動車産業は、設備投資や就業人口の面において、日本経済の中で大き

な割合を占めていると考えております。 

続いて、スライドの２番をごらんください。自主取り組みの参加企業は58社、売上高で

みましたカバー率は約99％となっております。細やかな製品や金額はこちらに記載してお

ります。 

続きまして、スライドの３番をごらんください。こちらは、ＣＯ２という観点からの経

団連の中での位置づけになります。私どもの業界の特徴といたしまして、自動車という製

品が運輸部門で排出するＣＯ２は多いのですが、それをつくる過程でのＣＯ２は、産業界と

いう中でみれば1.2％を占める形になっております。 

続きまして、スライドの４番と５番を続けてごらんいただきたいと思います。こちらは、

自動車の生産工程をあらわしたものになります。 

スライド４番の円グラフにありますように、自動車工場では、塗装、鋳造、機械工程が

多くのＣＯ２を排出する工程となっております。 

続きまして、スライドの６番をごらんいただきたいと思います。我々は、自主行動計画
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の対象として、2012年度までは自動車などを製造する工場をその範囲としておりました。

しかし、「低炭素社会実行計画」においては、従来からの工場の取り組みに加えまして、

オフィス、研究所を追加しました。その対象範囲を拡大いたしました。 

続きまして、７枚目をごらんいただきたいと思います。こちらに私どもの「低炭素社会

実行計画」の2020年度の削減目標の内容を記載しております。真ん中あたりに前提条件と

いう部分がございますので、こちらをみていただきます。我々は、2020年の生産台数を1,

170万台と設定いたしました。これは、2007年の実績とほぼ同じ台数となっております。

また、次世代車の比率は18％という形で20年度を仮定いたしました。 

これを少し詳しくご説明したいと思いますので、スライドの８番をごらんいただきたい

と思います。スライドの８番でございますが、一番左側が1990年の排出量になっておりま

す。990万トンです。2005年の実績は794万トンになっております。2020年のＣＯ２は、先

ほどの1,170万台の生産台数の仮定の数字と次世代車の比率18％を前提として計算します。

そうしますと、ＢＡＵといたしまして、884万トンまで増加する計算になります。我々は

そこから省エネ努力を行って、また、電力係数の改善も考慮いたしまして、1990年度比28

％削減という目標を立てました。ただし、電力係数の改善というのは、震災の前に経団連

指定がありましたので、今回はそれを使用しております。電力係数の見直しがされた時点

で目標値を見直す形になります。また、目標値は、取り巻く情勢、取り組みの進捗に応じ

てみずから見直していく位置づけと考えております。したがって、自立的にＰＤＣＡサイ

クルを回しますので、これは従来の自主行動計画の考え方を踏襲して継続する所存でござ

います。 

１枚飛ばしていただきまして、スライドの10番をごらんいただきたいと思います。これ

が実績の細やかな内訳になっております。このグラフの見方を簡単にご説明しますと、濃

い青色の棒線がＣＯ２排出量、薄い棒線が四輪の生産台数です。また、ピンクの折れ線グ

ラフが生産額、緑の折れ線が原単位になっております。 

自動車業界は、つくっているものが大きなものから小さい車までいろいろ違いますし、

また、内外製の比率も違うものですから、原単位を算出するのは非常に困難です。ただ、

緑の折れ線グラフにつきましては、マクロ的にＣＯ２排出量と生産量を除して原単位の推

移をあらわしております。 

2008年に注目していただきたいのですが、この年にリーマンショックがございまして、

生産台数が大きく落ち込んでおります。そのために工場の稼働率が下がり、原単位が悪化
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しました。 

さらに、2010年以降は原発の問題もあり、電力係数が悪化しました。ただ、90年からみ

た場合には、原単位がまだ低い位置、改善している位置にあるのがごらんいただけるかと

思います。 

2013年度につきましては、生産活動が増加した、台数が増加したにもかかわらず、各社

の省エネ努力によってＣＯ２が減少しております。原単位が大きく改善していることがみ

てとれるかと思います。 

続きまして、スライドの11番でございます。これは先ほどのＣＯ２をエネルギーで置き

かえたものでございます。エネルギーでみた場合、2008年から原単位が一定して改善を続

けていることがごらんいただけるかと思います。原発の影響がない場合の我々の実績をこ

ちらから読み取っていただけるかと考えております。 

続きまして、スライドの12番をごらんください。ここでは我々が行ってきた対策を一覧

表にあらわしております。エネルギーの供給側の対策、使用側の対策などなどになります。

我々の業界の会員各社は、非常に細やかな対策を積み上げて、こういった形で削減を進め

てきております。 

続きまして、スライドの13番、14番をごらんください。これらは会員各社の先進技術を

活用した対策の一例を示しております。13ページは、マツダの塗装工場における改善、14

ページは本田の環境トップランナー、寄居工場の事例となっております。 

続きまして、スライドの15番をごらんください。ここからが製品によるＣＯ２の削減の

話になります。以降コミットするものではございませんが、このような取り組みを行って

いるという例でございます。運輸部門のＣＯ２につきましては、自動車単体の取り組みだ

けでは進まないと考えております。国民の皆様の車の効率的な利用ですとか燃料メーカー

さんの燃料の多様化、あとは政府の方々の交通流の改善等々の統合的な対策が必要でござ

います。 

スライド16番をごらんください。その中で自動車メーカーとしてやるべき取り組みを説

明いたします。こちらに記載されているとおり、燃費の改善は非常に細やかな技術の積み

上げで構成されております。 

また、17ページにございますように、我々はさまざまな次世代車の導入を図っておりま

す。次世代自動車はＣＯ２削減や省エネルギーの有効な手段になると考えております。 

次のスライド18でございますが、次世代自動車の普及状況でございます。左のグラフは
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次世代自動車の導入台数になります。順調に右肩上がりで増加しております。ただ、右の

円グラフに示しますように、市場にある保有台数でみますと、次世代車が占める割合はま

だ5.4％で、非常に少ない状況であることが読み取れます。 

次に、スライド19をごらんください。これは、効率的な利用という観点から、運転者の

皆様にエコドライブを進めていただく取り組みです。エコドライブをするだけで燃費が約

10％向上する事例もございます。我々は、お客様と一緒に、あるいは環境省の国民運動と

一緒になってこのような取り組みを進めております。 

20ページをごらんください。主体間連携とは、各業界、企業がセクターを超えた連携を

通し、ＣＯ２削減を図るものです。運輸部門の主体間連携は、①の燃費向上、②の交通等

の対策、③の走行量低下などなどから構成されます。先ほど説明しましたように、燃費の

向上はさまざまな技術の積み上げです。それぞれいろいろな業界さんと連携しながら取り

組みを進めています。交通流改善につきましても、走行量低下につきましても、全ていろ

いろな業界さんとの連携の結果と理解しております。もちろんこれは政府のご支援のたま

ものであることはいうまでもございません。 

その結果、21ページをごらんいただきたいと思います。これは運輸部門の取り組みの実

績をあらわしております。主体間連携の効果もあり、運輸部門のエネルギー消費は、2001

年をトップとして目覚ましい勢いで減少しております。 

続きまして、スライドの22番と23番をごらんください。この２つのスライドはあくまで

一例と考えていただきたいと思いますが、自動車業界各社が海外の工場においても日本で

磨き上げた省エネルギー技術を使い、その国のＣＯ２低減に貢献しているという説明資料

でございます。 

最後に、24ページをごらんください。本日のご報告のまとめを説明します。１つ目が、

我々は、自動車生産時に排出するＣＯ２を2020年に709万トンにすることに向けて削減に取

り組んでいます。２つ目が、2013年度のＣＯ２排出量は725万トンで、前年比10万トン減少

になりました。生産台数が増加するのに、各社の省エネ努力でＣＯ２は減少しました。３

つ目が、工場での省エネにとどまらず、主体間連携を一層強化し、運輸部門のＣＯ２削減

に貢献します。４つ目が、エコドライブの普及です。積極的に取り組んでいきます。最後

の５つ目が、海外の生産拠点でも国内同様に省エネ対策を実施します。グローバルなＣＯ

２削減に取り組んでいきます。 

以上です。ご清聴ありがとうございます。 
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○松橋座長  ありがとうございました。それでは、日本自動車部品工業会から引き続き

ご説明をお願いいたします。 

○小木曽氏  自動車部品工業会生産環境部会を担当しています小木曽でございます。 

私から、資料５―２、部工会における低炭素社会実行計画の取り組みということで、パ

ワーポイントの資料でご説明いたします。報告内容につきましては、１ページ目にござい

ますように、１番から８番の項目でご説明いたします。 

２ページ目をごらんください。自動車部品工業会の概要でございます。自動車部品業界

約7,600社、自動車部品工業会におきましては445社、そのうち自主行動計画の参加企業は

現在163社ということで、79％の掌握状況でございます。 

３ページ目でございます。低炭素社会実行計画の取り組み概要でございます。目標値に

おきましては、出荷金額当たりのＣＯ２排出原単位、2007年度を基準にし、年平均１％の

減ということで、13％の減を目標にしております。 

前提条件におきましては省エネ法範囲と同様ということで、生産工場のみならず研究施

設等も含め管理を進めております。電力排出係数は、会員企業の省エネ努力を評価する観

点で、2007年度の受電端ということで、固定で評価しております。 

目標設定の考え方といたしましては、省エネ努力を実評価するということで原単位を選

択しております。 

４ページ目をごらんください。部工会の環境自主行動計画ということで、取り組み意思

を会員企業に伝えるために、自主計画の改定も行っております。この中におきましては、

原単位での低減ということで、特に地球温暖化対策におきましては、製品での取り組み及

び生産での両面での取り組みを自主行動計画に立案し、会員企業への周知徹底を図ってお

ります。 

５ページ目をお願いいたします。こちらは水平展開の状況でございます。数多くの会員

企業に水平展開を浸透させるということで、事例の展開状況をきちっと把握しております。

１番から６番ということで分野ごとの約75項目にわたりながら、その水平展開の状況を把

握しております。まだまだ水平展開の状況におきましては余地が残されているということ

をグラフで示しております。 

６ページ目は、省エネの実施事例でございます。特に生産工程におきましては、設備の

工程改善、省エネ設備の導入、管理の改善向上及び建物におけます空調などの改善という

ことで、生産工程、建物という分野で改善を進めてきております。 
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７ページ目、８ページ目をごらんください。会員企業で取り組んでおります地道な活動

の事例でございます。７ページ目は、会員企業の工場におきましては、多くのエアブロー

を使いながら切削加工等をしております。そこのエア使用量を半減するために、間欠の運

転化というのが７ページ目の事例でございます。 

また、８ページ目の事例につきましては、ＬＥＤ照明の導入でございます。従来、蛍光

灯という枠から、さらに水銀灯の領域ということで、大型のＬＥＤ照明が出たことをきっ

かけに、このように天井照明まで着手しながら、大幅にＬＥＤ化を進めております。省エ

ネ効果、メンテナンス性という観点からみて、こちらに踏み切っている会社もございます。 

９ページ目をお願いいたします。原単位の改善状況を示しております。年平均１％とい

うことで、現在、ＣＯ２の排出原単位は達成の中に入ってきております。今後も着実な削

減活動を進めてまいります。 

10ページ目は、その分析でございます。12年度と13年度を比較した場合の総量からみた

比較でございます。生産変動によりまして約19.3万トンということで、生産量の増加、商

品構成の変化、大型部品の増強など、大型車、小型車のぶれによってＣＯ２の排出量は大

きくぶれます。また、省エネや、もともと改善を進めております生産性の向上におきまし

て削減を得ております。総量は微増の傾向でございますが、大幅な売上額の増加によりま

して原単位が下がったのも一因でございます。 

また、2020年に向けたテーマの積み上げ状況についても会員企業の把握を進めておりま

す。売上額が一定を保った場合、約７年間で50万トンの削減が必要という形で見越してお

りますが、既存の分野、新規のテーマを掛け合わせましても50万トンにはまだ足らないと

いう状況の中で、楽観視ができない状況が続いております。 

11ページをお願いいたします。分科会におきましては、省エネ対策事例を会員企業に着

実に伝え、優良事例の集約、展開を進めております。これは、ちょうど原発が停止以降、

節電傾向が出た後、この活動を定着しながら進めております。 

生産にかかわる活動は以上でございます。 

あと、12ページにおきましては製品での取り組みをご紹介しております。特に部品の構

成という観点からみますと、自動車メーカーへの貢献をどう示していくかということが部

品業界の取り組みです。軽量化、高機能化、運転支援ということで、先ほどの運輸部門へ

の貢献という形での取り組みを進めております。部工会におきましては、ツールの作成や

普及活動ということで部品のみえる化の活動を進めております。 
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13ページにおきましては、日本ＬＣＡフォーラムの表彰など、会員企業に部品における

環境側面の評価を啓発する活動を着実に進めております。 

14ページ目は、海外への取り組みでございます。会員企業が海外工場の新設におきまし

て、その優秀な事例をもっていけるようにということで、海外向けの事例という形で準備

しております。その効果の大きさ等をマッピングしながらという形がこのマップでござい

ます。 

15ページはその事例でございます。特に日本で出てきた優秀な事例につきましては、会

員企業がすぐに活用できる準備ということで、このように英訳もかけながら、準備体制を

整えながら、会員企業の活動を促進しております。 

16ページは、オフィスや運輸部門の取り組みでございます。こちらはＣＯ２の排出量原

単位を分離しております。もともと生産のほうで一括管理をしておりますので、こちらは

こういう評価になったということでごらんいただきたいと思います。 

17ページにつきましては、2020年以降の取り組みでございます。年度末への審議・決裁

ということで、部工会の中で検討体制を立ち上げながら活動を進めております。環境対応

委員会の中に低炭素プロジェクトという専門会議体をつくりながら、情報収集の分析、削

減検討というところ、なおかつ製品の面からいきましては、ＬＣＡ分科会というところの

ツールの活用分科会とも連携しながら現在検討を進めております。年度内での審議・決裁

を目指しております。 

省エネ、ＣＯ２排出削減の取り組みとＰＲ活動ということで、18ページ、19ページを示

しております。製品や生産におけます取り組み、それからＣＯ２以外の温室効果ガスの取

り組みということで、カーエアコン分野等を含めながら改善活動を着実に進めております。 

19ページでございます。会員企業のＣＯ２削減のＰＲという観点におきましては、会員

企業のホームページ等におきまして情報発信をするとともに、さらに森林吸収など、そう

いう育成・保全についても取り組んでいる会社が数多くございます。 

最後にまとめでございますが、国内企業、会員会社との連携を深めながら、オフィスを

含めながら、ＣＯ２の削減と製品開発の両輪をしっかり回しながら、温暖化防止？の貢献

を進めていきたいと考えております。 

部工会からは以上でございます。 

○松橋座長  どうもありがとうございます。それでは、続きまして、日本産業車両協会

からご説明をお願いいたします。 
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○高瀬氏  日本産業車両協会の高瀬でございます。 

資料が３点ございますが、資料６―２に沿ってご説明を申し上げますので、ごらんいた

だければと思います。 

１枚めくっていただきますと、まず、産業車両とはと書かせていただいておりますけれ

ども、総じて申し上げますと、工場の構内、倉庫、配送センター、貨物ターミナル、港湾

といった各現場で使用される荷役運搬車両ということで、具体的には、スライドの３にご

ざいますとおりフォークリフトが主力製品でございまして、それ以外には、無人搬送車は

余りみかけることがないかと思いますが、例えば自動車工場等で生産ラインに部品を自動

で供給するような車両でございます。あと、構内運搬車／牽引車は、例えば築地の市場で

あったり、空港で飛行機を動かしたり、荷物を運んだりということでごらんになられたこ

ともあるかと思います。もう１つはショベルトラックということになっております。こち

らがいわゆる経済産業省の生産動態統計におけます産業車両の区分の４つでございます。 

ただ、下のグラフに2013年の統計の数字を入れさせていただいておりますけれども、一

番右のショベルトラックの部分でございます。こちらは現状ですと、さまざまな事業の移

管等もございまして、ほとんどが建設機械の製造業でつくるようになっておりますので、

そちらは建設機械の「低炭素社会実行計画」と重複が生じてしまいますので、こちらでは

フォークリフトをメインでみて作成させていただいております。 

そちらを具体的に申し上げますと、次のスライドの４でございます。参加企業数。私ど

も、産業車両メーカー15社いらっしゃいますが、そのうちフォークリフトメーカー５社が

参加いただいております。先ほどの統計で申し上げますと、ショベルトラックを抜いたう

ちの産業車両生産額の98％をカバーしております。 

そのほかにも、こちらにあります、例えば無人搬送車等がございます。こちらは一部フ

ォークリフトメーカーさんでもつくっておられますが、それ以外には産業機械であったり、

電気機械といったメーカーさんが専業ではなくてつくっており、こちらはそちらの業界の

「低炭素社会実行計画」に含まれていると理解しております。 

右側が産業車両の特性、フォークリフトの生産台数と金額でございます。先ほど自動車

業界様からご説明がありましたとおり、リーマンショック後に大きく落ち込んで、やや持

ち直して現在に至っている状況でございます。 

続きまして、資料の５が、これまでの環境自主行動計画でフォローしてまいりました産

業車両製造業、具体的にはフォークリフトメーカーの工場からのＣＯ２排出実績。ただ、
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こちらは「低炭素社会実行計画」に合わせまして、電力からの排出係数を受電端に合わせ

て表示させていただいております。 

基準年、1990年度、６万6,000トンほどございました。ピークは2007年で７万7,000トン

ほどまでふえまして、その後、リーマンショック等もありまして大きく落ち込みました。

環境自主行動計画のターゲットが2008年から2012年の５年間の平均になりますが、こちら

で申し上げますと、基準年の1990年度比で23％減ったところでございます。 

続きまして、スライドの６が、現時点で策定しております2020年度の目標でございます。

基準年度は2005年度としまして、目標値といたしましてはＣＯ２の排出量とさせていただ

いております。基準年度6.9万トンに対しまして、2020年度は5.9万トンということで、15

％のマイナスを見込んでおります。こちらも先ほどの自動車工業会様と一緒で、電力から

の排出係数につきましては、2010年に日本経団連さんが発表されました数値を使っており

ます。こちらがまた見直しがありましたら、随時反映させていくつもりでおります。 

また、2020年度以降につきましては、現在作成を検討しておりまして、こちらも今年度

中をめどで今議論をしているところでございますけれども、2020年度の目標値も含めて20

20年以降検討してまいりたいと考えているところでございます。 

続きまして、資料の７で具体的な取り組み状況でございます。大きくいいますと、工場

における省エネが今回の報告の主対象でございます。あと、製品の使用段階、そして技術

革新とございます。 

まず、工場における取り組みでございますが、１点目は、使用エネルギーの転換という

ことで、炭素排出係数の低いエネルギー使用への変換をしていくということ。重油等をか

つては多く使っていた部分がございますが、電力が今メインになっておりまして、重油に

関しましては、今、７割ほど2005年から減らしております。また、現状、工場で使ってお

りますエネルギーの約７割は電力ということで、電力を減らすことが今メインのターゲッ

トであります。 

そのほかには、照明、空調機器の更新ということで、先ほども幾つか事例のご紹介がご

ざいましたが、ＬＥＤの更新、省エネ型の冷暖房ということも取り組んでおります。 

また、工場のメインの生産の部分でございますが、フォークリフトの生産と申しますの

は組み立てがメインでございますが、特にフォークリフトになりますと、お客様が非常に

多様なニーズを求めておられますので、さまざまなパワートレインやバッテリー、ガソリ

ン、ディーゼル、ＬＰＧ等ございます。また、大きさも、小さな業務用の、工場などのエ
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レベーターに載るような500キロ積みぐらいのものから、港湾に使うような30トンぐらい

のかなり幅広い製品がございます。モデルを標準化、あるいは生産を平準化させていくと

いうことで、いわゆる量産効果で生産効率を大幅に改善していくのがなかなか難しいとい

うところが実情ございます。 

そういった中で、生産における省エネに関しましては、主にポンプやモーターなどの補

機類のインバーター制御をきめ細かく行ったり、あるいは待機電力を削減していくといっ

た運用面での取り組みが中心でございまして、何か生産機械を大きく変えることで省エネ

を図るというメニューがなかなかない状況でございます。 

ただ、塗装工程は結構エネルギーを使いますが、幾つか先ほどの事例もありましたが、

エアをなくして電気にする等の？取り組みで、塗装工程はいわゆる生産設備として更新が

進んでいるところでございます。 

私どもの業界のもう１つの特徴といたしましては、専業メーカーが少ないということで、

自動車や建設機械、産業機械との兼業が多いものですから、そういったところでの事例も

取り入れながら、また、こういった形で経団連さんの取り組みの中でさまざまな省エネの

好事例が紹介されております。そういったものも研究しながら、工場等の省エネに取り入

れてまいりたいと考えております。 

続きまして、８ページにおきまして、需要業界、いわゆる製品による低炭素化への貢献

ということでご紹介をさせていただきたいと存じます。 

先ほど申し上げましたように、フォークリフトは、パワートレインといたしましては、

右の販売台数の推移にございますとおり、ディーゼル式、ガソリン式、バッテリー式とい

うのがございまして、右側のグラフの紫の折れ線でございますが、バッテリー式が今半分

を超えまして、一時期６割まで達して、今はちょっと下がっておりますが、バッテリーが

ふえております。 

これは、先ほど申し上げましたように、フォークリフトは多品種でございますので、一

概に全ての機種を合わせてどのくらいＣＯ２が減らせるのだというのが試算しづらいので、

左側に、代表機種、フォークリフトの半分ほどが１トン半でございます。1.5トン積みの

フォークリフトで、あるメーカーさんの試算結果を紹介しております。１年間使いますと、

ガソリン式からバッテリー式に更新していただくと、ＣＯ２が67％ぐらい減りますという

ことがあります。こちらは年間250日、５時間使用ということで試算しております。 

こういったことで、バッテリー車への更新による使用段階での製品によるＣＯ２の削減
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は大きな効果があるわけでございますが、直近、バッテリー比率が頭打ちというところが

右にございます。これはちょっと特殊要因がございまして、リーマンショックの後、市場

が落ち込んだ中で、バッテリー車につきましては、バッテリーの寿命もございまして、あ

る程度きちんと更新需要があったのですが、エンジン式は、景気も厳しかったということ

で、買い控えといった状況がございまして、その年急激に６割ぐらいまでバッテリー車の

比率が一時期上がりました。その後、ディーゼル車のほうも再び更新需要が出てまいりま

したし、排ガス規制が強化されておりまして、そういった買いかえ需要もありまして、足

元、ややバッテリー化の流れが少し足踏みといいますか、下がっております。 

これをさらにまたバッテリー化を進めようということでいいますと、その下にございま

すとおり、フォークリフトが持ち上げる能力に分けての販売構成でございますが、小型は

かなりバッテリー化に変化できました。あとは中型、大型という形になってくると思いま

すが、こちらにつきましては、例えばバッテリー化を促進するためにはパワーが要ります。

そうすると、バッテリー電気の稼働時間が短くなってしまいます。こちらを急速充電でカ

バーする、あるいはエネルギー回生の向上等で対応するということでございます。あるい

は、ディーゼル式の燃費の向上ということで進めております。 

最後に、９ページでございます。今はバッテリー式を申し上げましたが、さらに進んで、

燃料電池も今取り組んでおりまして、実証実験を2011年度からやっております。 

また、国際規格の策定ということで、日本が中心になってＩＥＣの国際規格がこの８月

に発行されました。 

また、規制見直しということで、自動車と違ってフォークリフトはタンクの軽量化が不

要でございますので、鉄を使ってコストを下げたものを実証実験ということでやっており

まして、こういう形で数年以内には市場投入できればと考えております。 

簡単ではございますが、以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございました。それでは、本日ご説明のありました各業種の取

り組み内容について、ご質問、ご意見等がございましたら、ご発言をお願いいたします。

委員からの事前の質問に対する回答も参考資料として配付されておりますので、必要に応

じてご参照いただき、回答が十分でない等のご意見がございましたら、頂戴できればと思

います。 

本日は、まずは産構審の委員からご発言をいただきまして、その後、中環審の委員から

ご発言をいただければと思います。 
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なお、事務局や関係省庁へのご質問につきましては、委員のご発言を一通りいただいた

後に、まとめて回答させていただくということでお願いできますと幸いでございます。 

それでは、ご発言をされる際には、お手元のネームプレートを立てていただきまして、

お待ちください。では、産構審のほうからということで、もし何かご質問、ご意見等ござ

いましたら、お札を立てていただければと思います。よろしくお願いいたします。それで

は、小野田委員からお願いいたします。 

○小野田委員  どうもご説明ありがとうございました。質問とコメントになるのですが、

結局やはり電力のＣＯ２排出係数がそれぞれ違った考え方でやっているので、瞬間的にわ

かりにくいところがあるのです。 

それから、生産現場でのＣＯ２削減の取り組みというところで、最後の説明にあったよ

うに、燃料転換みたいなところがあると思うのですけれども、それぞれの業界ごとに電力

の占める割合がどのくらいなのかというところをわかる範囲で。あと、それ以外の化石燃

料の部分をお手元でわかるレベルでよいので教えていただきたいということが１つござい

ます。ですので、基本的には、自工会さんの説明からあったように需要化ですよね。工程

別の話とエネルギー起源別の内訳があったほうが議論はしやすいと思っております。とり

あえずそこでとめておきます。 

○松橋座長  ありがとうございます。後で質問については各業界からまとめてご回答い

ただこうと思いますが、ほか、いかがでございましょうか。大石委員、お願いいたします。 

○大石委員  ご説明ありがとうございました。自工会さんの説明の中で、今後、低炭素

社会に向けて次世代自動車がすごくふえていくだろうということだったのですけれども、

使用の際に次世代自動車は多分ＣＯ２削減にはつながると思うのですが、それがふえるこ

とによって生産段階でのＣＯ２対策はどのようにされているのか。これから量がどれだけ

ふえるかということにもよるとは思うのですけれども、やはり車体の重いものですとかい

ろいろなものがふえてくる中で、製造段階でのＣＯ２がもしかしたらふえるのではないか

という心配がありまして、そこら辺の対策があれば教えていただきたいと思います。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、続きまして、千葉委員、お願いいたし

ます。 

○千葉委員  ご説明どうもありがとうございました。私としては、最初の資料３にあり

ますように、ここの業界の方たちは目標の達成に関しては十分な努力をされており、むし

ろ、この目標そのものの設定の見直しを考えたほうがいいと思っております。その上で、
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そのことは抜きにして、具体的な今の活動の中で質問をさせていただきたいと思います。 

自動車部品工業会さんの資料なのですけれども、スライドの５番のところで省エネ事例

の水平展開の状況がありました。この中で、まだまだ水平展開の達成が十分ではないとい

う資料が出ています。と同時に、その後の10番目のスライドになりますが、2020年に向け

たテーマの積み上げ状況という形でみていきますと、新規テーマの対策で減らす分、それ

から既存テーマの対策で減らす分、これらはきれいに線が引いてあるのですけれども、一

体どういう形でこの数字は出てくるのかというのが知りたいと思ったのが１つ。特に既存

テーマ対策分というのは今やっているところですよね。今やっているところでこれから20

年に向けてさらにこんなに線が斜めに延びていくのかどうかというのが単純に非常に疑問

に思えたので、そこの点についてのご説明をお願いできればと思います。 

もう１つは、自工会さんも産業車両さんもそうですが、主体間連携という言葉がこれか

らのテーマとして出てきております。多分、自分たちの業界だけでというのは非常に難し

いだろうというのはすぐにもわかるのですけれども、連携した成果、結果としてどのよう

な形で測定していくのか。単純に減らした分は全部こちらの工業会さんのほうでカウント

できるのかとか、そういった成果の扱いについては今の段階でどのようにお考えになられ

ているのかというのをご質問させていただきたいと思います。 

とりあえず以上です。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、松本委員、お願いいたします。 

○松本委員  いろいろと事前質問をさせていただいたことにもご回答いただきまして、

ありがとうございます。 

私からは、革新的技術についてもう少し詳細に記載をお願いさせていただきまして、追

加でご説明もいただきまして、ありがとうございます。例えばバッテリー車と従来のディ

ーゼルの割合などもよくわかりました。非常に進捗状況として進んでいることも大変よく

わかりました。ありがとうございます。 

皆様本当によくやっていらっしゃると思うのですけれども、１つ、自工会さんの、これ

はご質問させていただいた中では自主的にタッチされていないかもしれないのですが、ど

うしてもエコドライブの効果を図る仕組みというかデータがないので、せっかく燃費向上

が10％も削減できる。業界団体が努力したもの、利用者側の努力も削減効果のデータとし

てなかなか出てきていないのがある意味非常に残念なのです。これが講習会は実施してい

なくて、あくまでも例えばイベントなどの広報活動と冊子での配付しかできないのか。そ
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のあたりのところの可能性についてお伺いできればと思っております。 

以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございました。そうしましたら、今度は中環審の委員からもコ

メントをいただきまして、全部まとめて後で各業界と事務局から回答させていただければ

と思います。それでは、中環審の委員の皆様、いかがでございましょうか。それでは、小

林委員からお願いいたします。 

○小林委員  恐れ入ります。ご説明いただきましてありがとうございました。大分ご努

力いただいているということで評価したいと思います。 

数字的なところの確認が主でございますので、事前にいただいた資料の４―１、５―１、

６―１という部分でございましたので、これについてご質問したいと思います。 

まず１点は、自動車工業会関係ですが、2005年の基準年をベースにしてということで、

ＢＡＵを884万トンと書いてございます。その中に、次世代生産についてもＣＯ２増31万ト

ン、それから次世代の普及率18％と書いてございます。18％については、国交省のデータ

と先ほどご説明をいただいたのですが、この辺の根拠について、できましたらもう少し詳

しく教えていただければと思います。 

もう１点は、低炭素製品、サービス等の部分でございます。ここでも次世代車の開発・

実用化による2020年のＣＯ２削減ポテンシャルを600ないし1,000万トンと書いてございま

すが、これについても、できましたら試算、下に注で試算はこういうことを検討したと書

いてあるのですが、この辺についての計算の根拠等についてお教えいただければと思いま

す。 

もう１点は、海外での削減貢献のところで、2005年に対して原単位を15％改善（各社ヒ

アリング）と書いてございます。これにつきましても、もう少し具体的にご説明をいただ

ければと思います。よろしくお願いします。 

次に、自動車部品業界につきましては、目標のところが排出原単位で2007年13％という

ことで、目標を既に上回っていると思っております。そういう意味で、できましたら2020

年の目標につきまして、もう一度深掘りをして見直しをしていただければと考えます。 

例えばでございますが、2007年のベースになる出荷額の部分については年１％の削減と

いうことにしてもいいと思うのですが、それ以上に出荷額がふえた部分について、例えば

1.5％低減するというような、増分についてはより厳しい目標を設定するという方法はい

かがかなと思います。 
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実は、部品工業会については年間の生産高の変動の資料がついてございませんので、ど

のように出荷額が変動されているのかわからないので、ちょっと思いつきで申し上げてお

ります。よろしくお願いします。 

それから、この資料の４のところで、導入を想定しているＢＡＴの部分の説明で、削減

見込み量が書いてあるのですが、例えばパルスエアブローの導入ということで、0.77メガ

ワットアワー／年と書いてある。これは何が分母なのかよくわからないのです。１工場当

たりなのか１企業当たりなのか。これがもし平均的な工場当たりの数字であったとしたら、

業界全体で幾ら削減なのかというのもわかっていいのではないかなと。例えばＬＥＤ照明

の導入の算出根拠のところに、水銀灯79灯からＬＥＤ照明72灯とかいてあるのですが、こ

れが一体何の意味なのかがよくわからないのです。この辺についてもう少し詳しくご説明

をいただければと思います。 

それから、産業車両製造業界につきましては、先ほども申し上げましたように、大変削

減が進んでいるわけです。もう既に相当の削減で、どこかの資料に二百二十何％達成とな

っているのですが、これについても2020年、それ以降のものも含めて、達成目標をもう一

度見直していただくということが重要ではないか。 

２つ目については、中小企業に対して、やはり団体として普及指導という意味から、さ

らに参加企業をふやしていくご努力をぜひお願いしたいと思います。 

それから、業務部門とか運輸部門のところについて、資料は完全に空欄になっていて、

ここについては入っていないのですが、この辺についてもぜひ――私自身、数値を書かな

ければいけないとは思っておりません。ただ、社員の意識向上、意識教育という意味から

も、業務部門についてはこういう対策をとります、運輸部門についてはこういう対策をと

ります、それを社員教育の１つとしてやっていく、そのような姿勢で何か内容を入れてい

ただければと思います。 

以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございました。それでは、引き続きまして、浦野委員からお願

いいたします。 

○浦野委員  この分野はそれぞれかなり努力されていると評価しますけれども、若干気

になるところを今後の取り組みに向けていただきたいと思います。 

まず、自動車工業会ですけれども、かなり努力されていますが、海外の問題はなかなか

難しいと思うのです。国によっていろいろ事情があると思いますので、13年度のものはい
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いとして、今後、2020年ごろの見通しを、これはほかにも全体を通るのですが、将来見通

しというのはいろいろな仮定によって随分違ってくるのです。それをどの程度の精度で見

通すかということですけれども、目標設定というのがあると、それが絶対視されるのです

が、少し積み上げをして、比較的いい方向へいった場合と、思うようにいかなかった場合

というか、やはりケースを３つぐらいに分けて、中間ケースとして例えばこういう目標を

立てたとか、各社みんなそういう形でやらないと、絶対このようになる、７年後はどうな

ると決定的にいうことは難しいですよね。だから検討中とか策定予定とかという話が出て

きてしまうので、一応、努力目標を最大限やったときと、実際のとき、特に海外だとか国

際情勢で相当変わるので、現在の計算でもいいです。仮定をはっきりさせて、それより上

積みしたときと、そうでないときというのをきちっと整理して表示をしたり、説明をして

いただきたいということがあります。 

もう１つ、自動車のほうでは、貨物車の次世代車というか、走行燃費が余り向上してい

ないと思うので、この辺、今後どう取り組まれようとしているのかというご説明があれば、

なおよろしいかなと思います。 

それから、部品工業会の将来見通しについては、先ほど一般的なお話はしましたけれど

も、やはり2014年度内に策定予定という形になっていて、今まだはっきり示されていない

わけで、なかなか楽観視はできないというご説明でしたが、これについても具体的に何を

どうすればできるのか、あるいはそこがどのぐらいできるかというあたりをしっかり議論

していただく。 

部品工業会は、当然自動車工業会の動きというか、生産体制とかその他によっても影響

を受けるので、そこら辺も含めてケースを分けて具体的に示していただきたい。例えばＬ

ＥＤ照明化というのは、ある意味では、それだけではという感じなので、業界独自の改善

策をもう少し具体的に示していただければと思います。特に売上高とかで当然変わってく

ると思うので、成り行きケースという形と、いい場合、悪い場合というのを分けてみせて

いただきたい。 

それから、資料がみつからないのであれですが、産業車両のほうに行きますけれども、

フォークリフトが非常に多いようですが、そうでないものとの比率が将来的にどうなると

みているのかというのもちょっと気になるところです。 

ご発表の資料の５番目に、エネルギー原単位とＣＯ２原単位が出ているのですが、これ

をみますと、オイルショックのあった時期もあるのですが、その後もＣＯ２原単位が非常
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にでこぼこしているのです。なぜこういうことが起こるのか。13年度はちょっと下がって

いるようにみえるのですが、また上がりはしないかという心配もあって、必ずしも生産台

数と対応していない。でこぼこする理由がどうか。これがまた2020年にどのように見通せ

るのかというのを少しお示しいただきたい。特に原単位でやる場合、台数を分母にとって

いますので、中身が変わると結構変わってくると思いますし、その辺をもう少しはっきり

示していただきたいと思います。 

当面それだけです。 

○松橋座長  ありがとうございました。それでは、事務局からコメントをいただきます。

よろしくお願いします。 

○小見山室長  参考資料２に質問事項がございまして、空欄は大抵事務局で出したもの

ですけれども、これと若干重なるかもしれませんが、時間もまだ少々ございますので、質

問させていただきたいと思います。 

まず、業種横断的な質問でございますが、ＢＡＴに関していろいろ書かれておりますけ

れども、これが現時点で最先端の技術であるということに関して、先日、産構審と中環審

の合同専門家会合がございまして、その場でも指摘があったので、できる限りで結構でご

ざいますので、ＢＡＴとして記載された対策に関して、どういう判断基準でＢＡＴである

かということをご説明いただければと思います。 

２点目でございますが、国際的なベンチマークと国内実績との比較でございます。業界

全体で比較すると、バウンダリーとか海外の生産実態も日本と異なるということで、なか

なか難しいということでございますが、例えば電機・電子業界などは、個々の企業に関す

る例示的なものにもなるのですけれども、生産効率の比較などを行っている例もございま

すので、今は難しいかもしれませんが、生産が国際的にみて効率的に行われているという

ことについて、何らかのデータをご準備いただいたほうがいいのではないかということで

ございます。 

以上２点が横断的なことでございます。 

あと、個々の業界に関してでございますが、まず、自動車工業会・車体工業会ですが、

先日の合同専門家会合でも指摘がありましたけれども、足元の生産の現状、報道などでみ

ますと、トヨタ、日産、ホンダの生産目標もなかなか達成が難しいのではないかという話

もあって、それを単純に割り戻したりすると、今年度の足元でも900万台とかそのレベル

ではないかと単純に考えるのですが、この1,170万台という値にどのように戻るかという



 

- 22 - 

見通しでございます。 

それで、強気の見通しをつくられることは日本国経済にとっては非常にありがたいこと

でございますので、それ自体は何ら問題ないと思うのですけれども、仮に生産台数が下振

れした場合は、ＢＡＵから目標をつくられているので、それに応じて目標を変えていくの

かどうかということを確認させていただければと思います。 

あと、自工会に対して２点ございまして、製品のライフサイクル、サプライチェーン全

体での削減効果として600～1,000万t-CO2という2020年の削減見込量を出されて、非常に

すばらしいことだと思うのですけれども、これの足元の進捗状況はどのように評価するか

ということもお考えいただいたほうがいいのかなと考えております。 

同じように、海外での削減貢献の取組についても2020年の削減見込量を出していますが、

足元の進捗がどれぐらいかという削減実績の算出はなかなか難しいとは思うのですけれど

も、何らかの評価ができるようにされたほうがいいのかなと考えております。 

部品工業会は、先ほど小林先生からご指摘がありましたけれども、原単位目標を掲げて

おられますが、生産活動量に関する見通しを示されておりませんので、これではおそらく

十分な透明性を確保しているという評価は得られないのではないかと思います。原単位目

標なり総量目標を選択するというのは産業界の自由でございますが、そのベースとなる生

産の見通しなどの前提に関してはお示しいただいたほうが納得感が得られるのではないか

と考えております。 

産業車両協会に関しては、特段のコメント、質問事項はございません。 

以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。極めて多くの質問、コメントが寄せられておりま

すので、それぞれの業界様のほうで整理していただいて、一人一人の、小野田委員のこの

指摘とか、大石委員のこの指摘とかと言い出すとあれなので、自工会様は自工会様、部工

会様は部工会様、産業車両協会様は産業車両協会様で、今いただいたコメントを整理して

いただいて、中には複数の委員から類似したコメントもあったかと思いますので、そこは

まとめていただいて結構ですので、いただいたコメントごとにお答えいただければありが

たいかなと思います。 

それでは、日本自動車工業会・車体工業会様からお願いできますでしょうか。 

○石田氏  数々のご指摘ありがとうございました。まず、自動車業界の中で電力の占め

る割合というご質問でございましたが、資料４―２になりますが、そちらの４枚目のスラ
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イドをみていただきますと、円グラフで、どういった工程でＣＯ２が排出されているかと

いうのを示しております。全体を通しまして、各社ごとにばらつきはあるのですが、大体

６割が電力と考えていただければと思います。残りの４割がガスであったり、あるいは灯

油みたいなものを燃焼して熱源として使用しております。そういった熱源を使うのが塗装

ですとか、鋳造ですとか、あるいは鍛造工程といった加熱を要する工程という形になって

おります。 

また、次世代車につきましては、使用時にＣＯ２の排出量が従来の自動車と比べますと

大幅に減ると我々は自覚しております。一方、工場におきましては、ＣＯ２はやはりふえ

てしまいます。部品点数が多いということがございますので、どうしてもふえる傾向にご

ざいます。 

ただ、ふえてしまう量と減らす量のどっちのほうが多いかというと、やはり走行のとき

に減らされるＣＯ２のほうが多いと我々は認識しております。だからといって工場でＣＯ２

をふやしてもいいと我々は考えておりませんで、そこは最大限できる限りの技術を導入し

てＣＯ２を下げるという努力は継続しております。 

また、主体間連携につきましては、どのような形でこの成果を扱っていくのかというの

は経団連の中でもいろいろ議論をして、現在検討を進めている最中でございます。一番大

きいのは、当然やはり運輸部門におけるＣＯ２削減を、どのような形で連携の成果を扱う

のかというものでございますが、こちらにつきましては、現在のところまだ検討中という

のが実情でございます。もうしばらくしたら、ある程度一定の見解が出るかもわかりませ

んが、今のところは申しわけございませんが、まだお答えすることができない状況でござ

います。 

エコドライブでございますが、効果をはかる仕組みですとかデータをきちっと出したほ

うがいいというのは本当にごもっともでございます。我々もエコドライブは非常に重要だ

と考えております。カタログをつくったり、モーターショーでそういう宣伝ではないです

けれども、啓発活動を一生懸命やっております。こういった活動はこれからもどんどん進

めていきたいと考えております。また、いただいたご助言につきましては、何とかやれる

形で検討したいと考えております。 

ＢＡＵと生産等々の関係につきましては、お手元の資料４―１を使ってご説明させてい

ただきたいと思います。資料４―１の表紙のところの１．国内の企業活動における2020年

の削減目標というところで、上段が目標になっておりまして、下段が設定根拠という形に
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なっております。我々の説明が不十分な部分もございまして、ここで補足の説明をさせて

いただきたいと思います。 

注の１番のところで「次世代車生産によるＣＯ２増31万トンを含む。これは次世代車普

及率18％を見込んでいる」とございますが、先ほど申しましたように、1,170万台が全体

の生産数量になっております。したがいまして、1,170万台にちょうど18％を掛けてあげ

まして、それぞれ２割ずつ次世代車は製造工程でＣＯ２がふえますので、その18％にさら

に0.2を乗じますと31万トンという数字が出てまいります。 

また、その下、低炭素製品・サービス等による他部門での削減でございますが、自動車

燃費の改善とか次世代車の開発・実用化による2020年のＣＯ２削減ポテンシャルは600万ト

ンから1,000万トンということで、600万トンのほうは民間努力ケース、また1,000万トン

のほうは政府支援ケースを想定いたしております。 

海外での削減貢献でございますが、各社の省エネ努力分を2005年に対し、2020年までに

国内同様に海外で省エネ設備を入れてもらう。これができるできないはちょっと置いてお

きまして、そういった前提のもとにはじき出した数字が海外での削減貢献ポテンシャルと

いう位置づけになっております。 

また、海外につきまして、いろいろ前提条件等々が難しく、国による事情が異なるとい

うご指摘はごもっともだと思っています。また、2020年ごろの見通しをどの程度の精度で

行うのかというのも、我々も非常に苦労していろいろ検討しておりました。したがいまし

て、きょういただいた、幅をもっていろいろな上方ケースとか下方ケースを考えてみるべ

きなのではないかというのは、ありがたいアドバイスということで、検討させていただき

たいと考えております。 

貨物車の次世代車の燃費向上をどう考えるかにつきましては、今持ち合わせている資料

がございませんので、また改めてということにさせていただきたいと考えております。 

あと、小見山室長からいただきました、ＢＡＴが最先端であるというご説明でございま

すが、資料４―１番のちょうど４ページ目に記載しておりますが、ベスト・アベイラブル

・テクノロジー、ベストプラクティスということで、例えばですが、高性能ボイラーの導

入ということで、こちらは各社からアンケートをとっておりまして、2005年の段階ではま

だ30％しか導入していなかったのですが、これを2020年の段階では85％まで導入するとい

う形で考えております。必ずしも設備投資はいろいろな条件が重ならないと実行できるも

のではないのですが、それでも我々は2020年までに、それぞれのアイテムにつきまして、
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これだけの導入を図っていきたいと考えております。 

また、国際的なベンチマークにつきまして、こちらはなかなかデータ等々が取得できな

くて難しいのですが、室長がおっしゃられたように非常に重要な見方だと思いますので、

ぜひ検討していきたいと考えております。 

足元の生産の現状につきまして、1,170万台についての見通しでございますが、若干強

気ではないかというご指摘は先日のワーキングでもいただきました。ただ、我々としては、

やはり長年の歴史の中で培われた日本のものづくりこそが日本の自動車産業の最大の強み

であると考えていますので、日本でのものづくりはやはり維持していきたいと考えており

ます。 

ただ、一方、見直しの時期につきましては、2016年度の末に経団連としても「低炭素社

会実行計画」のレビューの時期に入りますので、そこで必要に応じて台数等々は変更する

なり見直すということは考えていきたいと思っております。 

大体以上です。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、続きまして、部工会様からお願いいた

します。 

○小木曽氏  それでは、部工会から回答を申し上げます。 

まず、エネルギー構成でございますけれども、１次エネルギーベースで電気が７割から

８割ぐらい。ただ、自家発やコージェネで使っている１次エネルギーもございますので、

電力純粋からいうと約９割が電気だと推測しております。 

２点目ですけれども、説明資料の５ページの中で水平展開の状況についてというご質問

をいただいております。こちらは、会員企業170社に純粋にアンケートをいたしまして、

水平展開の状況を、全て実施済み、一部、今後という形で分類した結果でございます。こ

の企業群の中におきましては、大企業といわれる部分から中小企業といわれる部分まで多

く含まれております。一言でいえば、設備投資の実力の違いにより、まだ着手ができてい

ない部分があると推測できます。 

２点目は、10ページでご説明いたしましたテーマの積み上げ状況でございます。こちら

も大企業、中小企業におきましてテーマの実力度合いが違う中で、既存テーマと新規テー

マの見方が違うというのが本当の見方でございます。総じていえば、大企業群が既存テー

マを2016年度早目にやり切り、新規テーマに着手していく。生かした財産を中小企業に展

開し、活動量をふやすことによって改善自体の低コスト化を図りながら、中小企業への展
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開を図っていく中でシミュレーションしております。 

実際に、設備投資回収の年度回収におきましては、既存テーマが約1.6年の回収、新規

テーマにおきましては6.2年という形で、中小企業群においては、新規と呼ばれるものに

ついては、多分まだまだ着手ができないだろうという形で推測しております。中小企業群

におきましては、設備投資の回収年は１年未満でなければ合理化として通らないというの

が実際にございますので、そちらが本音のところでございます。 

次に、目標達成の見直し及び出荷額の推移という部分でございます。出荷額の数字が添

付しておりましたので、口頭で少し説明させていただきます。基本的には、2007年度が一

番大きな数字で18兆2,800億円。それから、一番ミニマムが2009年の14兆7,600億円という

ことで激減しております。その後、純増に至っておりますが、2017年度で17兆5,000億円

ということで、まだまだ2007年度の最大値には到達できていないという状況でございます。

そういう中で原単位が微減していきながら推移しているというのが今の見方でございます。

ただ、途中での解析もございますように、原単位で評価しておりますので、売上額の増加

が１つ起因しながら原単位を押し下げているという部分としては評価しております。 

それから、2020年以降の達成に向けてどうすればいいのかというご質問もございました

が、やはり中小企業群への押し上げというところが１つの課題かと思っております。現在、

部工会は年率１％の目標を掲げながら活動しておりますが、年率１％が達成できない実力

の会社があることも確かな状況です。各社さんのいろいろな原単位評価をみておりますが、

約半数以上が原単位１％には少しついてこられないという見方をしておりますので、部工

会全体と個社とのバランスをどうやってとっていくかというのを課題として認知しており

ます。そういう面では、目標設定の際に会員企業全体での押し上げをどう図りながら部工

会全体の目標を決めるかというのも課題として捉えております。 

あと、前提条件とかの取り決めにおきましては、当然自工会さんから出されます生産台

数とか次世代車の比率を加味しながら、今後、前提条件の設定をしていきたいと考えてお

ります。 

特に次世代車の比率におきまして、ハイブリッドや例えば電気自動車の増加によりまし

ては、部品業界の商品構成が2020年、2030年で大きく変わり、個社でのエネルギーの使用

量も大幅に激減するということも予定しております。例えばモーター系とか電気系がふえ

ればその会社、エンジンの関係がなくなればミッションの生産量が大幅に激減するとか、

その辺を加味しながら考慮しなければいけないという形で理解しております。 
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また、業界独自の改善策という形でみると、できる限りアピールはしていきたいと考え

ております。ただ、個社の生産技術力にかかわる問題も出てまいりますので、なかなか開

発動向とかについてはご説明できる段階ではないと思いますが、会員企業におきましては、

やはり４年、５年の開発期間を取り合いながら、新製品、新車種、設備の更新のタイミン

グを合わせながら、大幅な技術革新、生産工程のミニマム化、それからエネルギー効率に

基づく対応という形で進めておりますので、できる限り私どもの中でもＰＲをしていきた

いと思っております。 

あとは、小見山さんからいただきました生産活動量の見通しという観点におきましては、

先ほどのご説明のとおり、自工会さんとの連携なのか、前提条件を明確にしながら、早い

段階で透明性のある数字を何らかに出していきたいと考えております。 

部工会からは以上でございます。 

○小見山室長  あと、たしか目標を深掘りしたらどうかというご提案があったかと思い

ますが。 

○小木曽氏  現在、2030年に向けた目標検討を進めておりますので、2020年においての

中間的な位置づけで今の妥当性があるかということを含めながら検討してまいります。私

ども部工会におきましては、委員会の中で審議、提案を図りながら、その評価、委員長判

断等も求めながら対応していきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、続きまして、産業車両協会さんからお

願いいたします。 

○高瀬氏  それでは、順番にお答えさせていただきます。 

まず１点目、エネルギーにおけます電気の比率でございますが、こちらは先ほどの説明

でも若干触れたかもしれませんが、現状、全体を平均しますと７割と理解しております。

また、幾つかご指摘がございました目標の上積みの部分、あるいは2020年以降、2030年へ

の目標の策定というご指摘につきましては、現在、2030年の目標、部品工業会様と同じく

今年度中に何とか理事会でご承認をいただきたいということで進めておりますので、その

プロセスの中で2020の見直しの部分も当然含めて、真剣に議論してまいりたいと考えてお

ります。 

また、主体間連携のお話でございます。今回のご説明でも、例えばバッテリー式フォー

クリフトの変換等の貢献をお話しさせていただきましたが、フォークリフトの場合、自動

車のように車検制度がないもので、どのぐらい走っているというのがなかなかわからない
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ので、数値的に示すことが難しいところもございます。 

例えば今回ご説明の中で、部品工業会様の省エネの事例の中で、電動フォークリフトの

更新であったり、自動搬送システム導入ということで挙げていただいておりますが、こう

いった部分がまだまだ余地があると書いていらっしゃいますので、私どもとしても、そう

いうことでなぜ進まないのか、製品的な問題、能力、あるかと思います。こういったもの

もしっかり学んでまいりたいと思っております。 

あと、業務部門につきまして記載が不足しておりまして、まことに申しわけございませ

ん。特に業務の中、例えば本社機能につきましては、私ども、専業メーカーが少ないとい

うこともございまして、あるいは工場で含まれているというものもございまして、本社部

門につきましては、数値としては出すことができません。運輸も同様でございますが、小

林先生おっしゃられたように、姿勢の問題といいますか、意識向上というお話もございま

したので、日ごろさまざまな取り組みはやっていらっしゃると思いますので、こちらもし

っかりと書き込んでまいりたいと思います。 

それから、浦野先生から、私どものグラフでＣＯ２の原単位が非常に変動があるという

お話がございまして、こちらは大きくいいますと、やはり生産量でございます。多品種少

量製品と申しますか、工場が動いている時間に比べますと量が減りますので、どうしても

原単位が悪化するというのは否めません。もう１つは、電力の原単位の変更の２つが一番

大きい要素であると考えております。 

また、私ども産業車両、幾つか製品をご紹介しました。この中の将来の構成、もしくは

ポートフォリオがどうなっていくかということでございます。現状では大きな製品の構成

比は変わらないとみております。ただ、現在、トラック等でドライバー不足というお話も

ございます。実際、フォークリフトも同じように１台に１人のオペレーターがいるという

ことで、今後、少子化、あるいは生産人口の減少となった場合、フォークリフトが例えば

無人のほうに進むとかということもあるかと思いますが、現時点、2030でどんと大きく変

化があるとは現状みておりません。 

あとは、特に小見山様から私どものご指名はなかったのですが、参考資料２に書いてご

ざいます海外企業の比較ということで、個社でもいいということでございます。こちらも

お時間がなくてご返事できませんでしたが、海外の主要企業のさまざまな資料を集めてお

りますが、現状、なかなかみつかっていないところでございます。引き続き調査を続けて

まいりたいと思います。 
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あと、１点飛ばして済みません。中小企業への展開という話がございました。現状報告

いただいている会社さんに伺いますと、規模が小さいもので、難しい部分もややあろうか

と思いますが、こちらも引き続きまして声がけをして、ぜひご協力をお願いしたいと考え

ております。 

以上でございます。 

○松橋座長  ありがとうございました。一通りお答えをいただきましたが、もし何か、

お答えいただいた中でお答えし漏らしてしまったというようなことがあったら、追加で承

りますが、よろしいですか。皆様一通りお答えいただいた。質問に対してはかなりお答え

いただいていると思いますが、よろしいですね。――そうしましたら、今のご回答に対し

て、もしどうしてもつけ加えて、何かもう一声お答えいただけないかというような追加の、

あるいはお答えに対するさらなるご質問等がどうしてもある場合は、少しだけ時間を。一、

二承りたいと思いますが、よろしいですか。では、済みませんが、やや簡潔にお願いした

いと思います。 

○小林委員  ２つございます。１つは自動車工業会関係なのですが、製品・サービスの

他部門の削減のところで600ないし1,000万トン削減というのが書いてございますが、これ

の根拠。例えば燃費改善でどれぐらい、交通流改善でどれぐらい。それから、効率的な自

動車等々対策は色々あるわけですが、それについてどのように積み上げられたのか。それ

から、次世代普及に対しての結果どれぐらいの削減という内訳で600から1,000万に積み上

げたという根拠があったら教えてください。 

もう１つは、部品業界のほうなのですけれども、申しわけございませんが、出荷額と原

単位の年の変動を資料で出していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、浦野委員。 

○浦野委員  先ほど部品工業会で資料を見失ってしまったのですが、部品工業会のパワ

ーポイントの16ページ目に、オフィスと運輸部門の原単位が出ていると思うのです。５―

１にも同じものが具体的に数字が出ているのですが、こちらの２つの資料の11年度と12年

度のオフィスの原単位が一致していないのです。それから、オフィスのほうは13年度がふ

えているという形です。 

それから、運輸部門は10年と11年の間でがたっと減っていて、それ以前ずっと出ている

のは高い数字で推移しているのが突然10年と11年でがたっと減って、その後また減った。

この理由がどうなっているというのをちょっと聞きたい。 
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もう１つ、先ほどの産業車両のほうの原単位のぶれの話で、生産量が落ちると上がると

いう話があるのですが、2011年は生産量が上がっているにもかかわらず、逆の方向に原単

位が動いていて、これは電力原単位がこの年何か変わったということなのでしょうか。先

ほどの生産量と電力原単位ででこぼこするというお話なのですが、必ずしも対応していな

いので、もうちょっと説明いただければ。 

○松橋座長  わかりました。先ほどの続きというような形でございますが、今のご指摘

に対して、それでは、自工会様からお願いできますか。 

○石田氏  ご指摘いただきました600万トンと1,000万トンがどのような根拠というか、

どういったアイテムが入っているのかということでございます。2010年度の運輸部門のＣ

Ｏ２排出量は２億3,200万トンになっております。こちらが2020年度、民間努力ケースとい

うことになりますと、２億3,300万トンということになります。こちらがどこまで下がる

のかということでございますが、2009年度以前の乗用車の燃費向上がきいている部分が1,

400万トン、我々がここでご説明いたしました2010年度以降の乗用車の燃費向上分が600万

トンということになります。また、これとは別になりますが、貨物車等の燃費向上分が30

0万トンということです。 

一方、2020年度の政府支援ケースということになりますと、2009年度以前の乗用車の燃

費向上分は1,400万トンで変化ございませんが、2010年度以降の乗用車の燃費向上分で1,0

00万トン減るという形になります。貨物等の燃費向上については300万トンで変化ござい

ません。 

したがいまして、この600万トン、あるいは1,000万トンについては、交通対策ですとか、

エコドライブの普及、自動車以外の対策分については今回の計算の中には含めておりませ

ん。 

○松橋座長  ということで、今の600万トンから1,000万トンの削減の根拠をご説明いた

だきましたが、部工会様から今ご指摘いただいた点についていかがでしょうか。 

○小木曽氏  まず、出荷金額及び原単位の細かな数字でございますけれども、添付資料

に、表紙に「低炭素社会実行計画参加者リスト」ということで、部品業会の名前を羅列し

た資料の真ん中の横書きの中に、別紙４―１という資料がございます。そこの中に出荷金

額及びＣＯ２の排出量等々、経年の数字が書いてございますので、こちらがデータになり

ます。 

それから、浦野委員からいただきました資料16ページのオフィスと運輸部門の話でござ
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います。申しわけございません。誤記なのか再集計によって正しい数字に直したかという

形で再度確認させてください。手持ちのデータ等も詳細データがございません。及び、済

みません、運輸もさま変わりの状況、車種の台数なのかも含めて解析させていただいて、

別途回答させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

以上でございます。 

○松橋座長  それでは、産業車両。 

○高瀬氏  それでは、先ほどの浦野先生からのＣＯ２原単位の変化について説明が不足

しておりまして、大変失礼いたしました。あいにく手元に詳細資料がございません。一部

推測になります。例えば2007年から2008年にかけて生産が相当減った時期でございますが、

一方で原単位が改善しているということ。こちらは、リーマンショックは2008年９月だっ

たかと思いますが、下期は工場をとめた時期もかなり多かったものですから、その辺が影

響しているかと思います。 

あと、2011年以降でございます。この辺につきましては、手元に詳細がございませんが、

生産体制の変化等も影響しているものかと思います。不十分で申しわけありません。引き

続きこの辺を精査して、また今後お答えできるようにしたいと思います。 

○浦野委員  詳しくみれば、ある意味、これで改善の方向がよくみえてくるので、ぜひ

今後の参考にしていただきたい。 

○高瀬氏  承知しました。ありがとうございます。 

○松橋座長  ありがとうございます。それでは、いろいろ非常に丁寧にお答えいただい

た中に、データを再度少し見直してみます、あるいは検討していただくというようなコメ

ントもいただきましたので、それにつきましては、ご確認いただいた後にまた反映させる

ということでよろしいですね。――ありがとうございます。 

そうしましたら、一通りご意見とご回答をいただいたのですが、事務局から何かござい

ますか。環境省様から。 

○土居課長  済みません。お答えいただいたＢＡＴについてなのですが、自動車工業会

さんの４―１の資料の４ページ目にＢＡＴのリストが載っております。１つが、ここに載

せられている設備の選び方といいましょうか、どう選定されたのかということなのですけ

れども、ここに載っていない設備、工程というのはもう既にＢＡＴが全部入っているとい

う判断なのでしょうか、それとも、そうではないのかということ。 

あと、導入率の考え方なのですが、先ほどのご説明だと更新のタイミングで入れていく



 

- 32 - 

ということだと思うのです。例えば高性能工業炉が30から44％に上がりますが、これが更

新のタイミングで全て切りかわるとこうなるのか、それとも、切りかわるタイミングはあ

るのだけれども、ＢＡＴを導入しない場合があるのか、どちらなのかというのを教えてい

ただきたいと思います。 

○松橋座長  これについては、今のご質問に逐次お答えいただくような形ですか。ＢＡ

Ｔについてのご質問ということですが、これはやはり自工会様ですね。済みません、よろ

しくお願いいたします。 

○石田氏  ご質問ありがとうございます。こちらで導入率をこの形で上げていくとご説

明しました。内実は、ここにも記載しておりますが、各社からのアンケートで集計という

形になっておりまして、やはり各社さんによって設備導入に対する考え方は若干違う部分

があるかと認識しております。 

ただ、大前提といたしまして、我々、当然機会があれば一番省エネ性能の高い製品を入

れていくというのは原則として間違いございません。ただ、その導入に当たっては、性能

だけではなくて、例えば場所ですとか、あるいはほかの設備との干渉ですとか、いろいろ

な条件がございまして、必ずしも省エネ性能にすぐれているからといって無条件に入れら

れるわけではなく、そのあたりにつきましてはいろいろな状況があるということはご認識

いただければと考えております。 

○土居課長  導入のほうはそのような考え方だと思うのですけれども、例えば項目につ

いては、先ほど円グラフでみせていただきましたが、塗装とか、鋳造とかという工程も非

常に大きいと思いますし、14ページ目には溶接であるとかさまざまなＢＡＴが載っている

と思うのですが、そういう項目がこの中にないようにみえるのです。 

○石田氏  ご指摘いただいた部分は、一例でございますが、４―１の資料の16ページに

載せております。例えば塗装でいいますと、Ｗｅｔ ｏｎ Ｗｅｔ塗装という形で、現状

かなりＢＡＴに近いような技術だと考えております。塗装というのは一度塗った後に当然

乾かさないといけなくて、自動車の場合、それを３回か４回塗って乾かし、塗って乾かし

ということを繰り返すわけですが、それを２回に短縮するとか、濡れたまま次のを塗ると

いうことで、非常にエネルギーの節約になります。これはあくまで一例という形で載せて

おりまして、ほかにもＢＡＴの技術としてはあると我々は認識しておりますが、こちらで

はなかなか集計等々が間に合わないような部分もあって、記載はしておりませんが、課題

としては認識しております。 
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○松橋座長  ありがとうございます。それでは、特にございませんか。――そうしまし

たら、一通りご質問、コメントをいただき、かなり活発な質疑応答があったと認識してお

ります。さっき申しましたように、この場では情報の分析、多様なご指摘がありましたの

で、ここで全部数字がきれいに出そろうというわけにはまいりませんでした。ただ、検討

いただく、それからデータについては精査しますというようなご回答もいただきましたの

で、今得られた質疑とご回答の中では、活発にして建設的なやりとりができたのではない

かなと認識しております。 

それから、各業界様からコミットメントというのか、「低炭素社会実行計画」で出され

ている数字については、やはり全体としてはかなり着実に削減の方向に向かって努力され

ておられる状況がまずうかがわれると。これは全体的な話です。それとともに、いろいろ

なお話の中に出てきたのは、産業車両協会であれば電動のフォークリフトですとか、ある

いは自動車部品のほうからも出てきておりますのは、燃費の改善とか次世代車の普及によ

って削減されるＣＯ２は非常に多くて、製造時に出るものがほぼ帳消しになるぐらいの大

きな削減のポテンシャルがあるということもわかってきた。 

ただし、ここで数字として出ているのはあくまで製造時のものであると。したがって、

今後、いわゆるライフサイクル的な、車自身が走行しているところのＣＯ２削減について

は、これがもう少し情報としてまとまってきた段階で、逆にどうやってこれらの産業界の

力として情報発信するとともに、大きな意味で日本全体、あるいは世界全体の中でＣＯ２

削減に生かしていく。このあたりには今後も我々、産業界の皆様と委員の皆様、事務局も

含めまして、知恵を絞っていく必要があろうかなと思っております。 

それはそれとしまして、きょうはまことにありがとうございました。今後の予定でござ

いますが、まだ日程は決まっておりませんけれども、年明け以降にこのワーキンググルー

プの親会議である産業構造審議会及び中央環境審議会の合同会議におきまして、本ワーキ

ンググループの議論の報告を含めまして、「低炭素社会実行計画」に関する審議を行いま

すということです。合同会議に本ワーキンググループの議事を報告いたします。その際、

本日の議論の概要を作成することになりますが、その内容につきましては、座長である私

にご一任いただくということにさせていただいてよろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

ありがとうございます。それでは、そのようにさせていただきます。 

最後に、事務局から連絡事項等ございましたら、よろしくお願いいたします。 
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○小見山室長  どうもありがとうございました。松橋座長からご説明いただいた議事概

要とは別途、議事録を起こしますが、これについては事務局でとりまとめを行って、委員

の皆様にご確認いただいた上で、ホームページに掲載させていただきたいと思います。 

それでは、きょうの議事はこれで終了したいと思います。本日はありがとうございまし

た。 

○松橋座長  どうもありがとうございました。 

 

                                 ――了―― 

 


